様式

令和７年度広島県廃棄物排出抑制・リサイクル施設整備費等補助金事業提案書

年    月    日
広島県知事　様
提案者
住所 　
氏名 　
 (法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

広島県廃棄物排出抑制・リサイクル施設整備費等補助金の交付を受けたいので、次のとおり関係
書類を添えて提案します。
なお、提案内容について、関係機関に対し必要な調査を行うことに同意の上、提案します。

１　事業目的・効果及び内容等
□　施設整備　別紙１－１（事業計画明細書）のとおり
☑　研究開発　別紙１－２（事業計画明細書）のとおり

２　事業に要する経費等
事業に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　円
補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　　　　円
補助金交付希望額　　　　　　　　　　　　　　　円

３　添付書類
（１）　別紙２（資金支出計画明細書）
（２）　提案者が法人の場合は別紙３-１（経営状況表）
添付書類として貸借対照表、損益計算書（内訳として販売費及び一般管理費、製造原価報告書）、株主資本等変動計算書及び個別注記表（直前３年の各事業年度分）
提案者が個人の場合は別紙３-２（資産に関する調書）
（３）　別紙４（補助事業に係る資金の調達計画）
（４）　【研究開発の場合】
別紙５（補助事業説明書）
別紙６（産学等連携計画書）
別紙７（技術導入計画書）
（５）　広島県税の納税証明書（未納がないことの証明）
（６）　履歴事項全部証明書（法人の場合）又は住民票（個人の場合）
（７）　会社概要が分かるパンフレット
（注）用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
別　紙１－２【研究開発用】
事業計画書

１（１）研究開発テーマ
	研究開発テーマ
	



　（２）研究開発目標等
	



２　提案者の概要
　（１）組合等又は研究グループの概要
	フリガナ
	
	設　立
	　　　 年 　月設立

	名  称
(代表者職氏名)
	
	
	

	
	
	企業数
	

	設立趣旨
	

	事業内容
	

	組合員又は
参加企業名
	

	
	

	
	

	
	

	過去に受けた補助金・助成金

	時　期
	対 象 事 業
	交付機関・制度
	金　額

	
	
	
	


　※企業者が１社のみの場合は記入不要


（２）企業の概要　　（研究グループの場合、参加企業ごとに作成すること。組合等による提案の場合、不要。）
	フリガナ
	
	創業・設立
	 　　　年　月設立

	名  称
(代表者職氏名)
	
	
	

	会社所在地
	
	資　本　金
	  　　 　　　千円

	
	
	従　業　員
	         　　　人

	排出事業場所在地
	

	業務内容
	

	研究開発能力
	


	売上構成
	主な製品名
	年間生産額
	主な販売先
	会社名
	主な仕入先
	会社名

	
	 
	
	
	
	
	

	主要株主
	株　主　名
	持株割合（％）

	
	
	

	
	
	

	過去に受けた補助金・助成金

	時期
	対象事業
	交付機関・制度
	金額

	
	
	
	


３　研究開発体制
	開発体制
	役割・担当
	法 人 名
	研 究 担 当 者
	経　　　歴

	
	
	
	職名
	氏　　名
	

	
	代表・
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	開発場所
	開発内容
	開発場所
	開発責任者

	
	
	
	法人名
	職名
	氏　　名

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
　提案者（組合等又は研究グループの場合、代表者）の連絡先
　　連絡担当者名・所属役職：
    Tel : (　　)　 　－      、Fax : (　　)　 　－      
E-mail :



４　研究開発の内容
	(1) 研究開発の背景（提案理由）
	

	

	(2) 研究開発の目標
	

	

	(3) 研究開発の内容
	

	

	(4) 研究開発の規模及び方法
	

	

	(5) 外注委託の内容
	

	

	(6) 産学等連携の実施
	

	

	(7) 技術指導の受入
	

	

	(8) 基礎研究の進展状況
	

	

	(9) 環境への配慮（地球温暖化対策以外）
	

	

	(10) 研究開発スケジュール （補助事業実施期間　交付決定日～令和　 年　 月　 日）

	　研究項目 ／月
	７
	８
	９
	10
	11
	12
	１
	２
	３

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	研究項目 ／月（２年目）
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	10
	11
	12
	１
	２
	３

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	研究項目 ／月（３年目）
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	10
	11
	12
	１
	２
	３

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	(11) 研究成果の事業化
	

	

	(12) 他補助制度等への類似プロジェクトの申請等

	


※事業の審査を行う上で重要な事項です。詳細かつ分かりやすく記入してください。

※（11）研究成果の事業化①事業化戦略については、上記の内容に加えて、「県内の産業廃棄物の排出抑制、減量化又はリサイクルの促進への貢献度」がわかるように記入してください。
	　（記入例）
・計画取扱廃棄物量
	廃棄物の種類
	量（t・㎥/年）
	排出事業者（事業場所在地）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


・産業廃棄物最終処分量を減少させる効果の程度

　　　　　　　　　　　　　　　ｔ/年
　　　
　　　根拠　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※　根拠となる計算式等を用いて説明すること
※　（効果が見込めない場合）産業廃棄物最終処分量削減についてすでに取り組んでいる事項がある場合は記載すること
※　根拠となる計算式等を用いて説明すること
※　（効果が見込めない場合）産業廃棄物最終処分量削減についてすでに取り組んでいる事項がある場合は記載すること





※この様式は、あくまで記入の際の原則を定めたものであり、実際の記入の際には適宜スペースを補うこと。（以下同じ。）


５　添付書類
○見積依頼仕様書
○見積状況比較表
○見積書の写し




別紙２　資金支出計画明細書

	費目※１
	内容
	仕様※２
	事業に要する経費(千円)
	補助対象経費(千円)※３
	補助金交付希望額(千円)

	
	
	
	
	令和７年度
	令和８年度
	令和７年度
	[bookmark: _GoBack]令和８年度

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	
	
	



※１　費目欄には次のいずれかを記入すること。
施設整備：１ 本工事費、２ 付帯工事費、３ 調査費のいずれか
研究開発：１ 原材料費、２ 構築物費、３ 機械装置、工具器具費、４ 外注委託費、 
５ 産学等連携費、６ 技術指導受入費、７ 直接人件費、８ 諸経費のいずれか
※２　仕様欄には、機器のメーカー、型式及び能力などを記載すること（施設数が多い場合は「別紙参照」と記載し、一覧を添付すること。）。
※３　複数年度で実施する事業については、各年度に分配し、記載すること。
※４　研究開発については別紙注意事項に留意すること。


別紙（注意事項・研究開発）

１　「事業に要する経費」とは、当該研究を遂行するのに必要な経費を意味し、金額については、見積りによる確認等なるべく正確な金額を記入してください。
２　「補助対象経費」には、「補助事業に要する経費」のうちで、補助対象となる経費を記入してください。なお、補助対象経費（複数年度補助の場合は各年度の合計額）が7,500千円未満の場合は補助金交付の対象になりません。
３　「補助金交付希望額」は、各経費区分ごとに補助対象経費の３分の２以内とし、合計額に千円未満の端数が生じた場合、切り捨ててください。合計額（複数年度補助の場合は各年度の合計額）は補助金限度額以内です。
４　補助対象経費のうち、構築物費及び機械装置、工具器具費で購入を予定している物件については、製造元、型式、能力を仕様欄に、購入先を備考欄に記入してください。
５　機械装置、工具器具等を（自社）製造する場合は、これに要する木型、鋳物、鋼材等を原材料費に計上せず、製造原価を含めてこの経費区分に計上し、その内訳を仕様欄に記入してください。
６　補助対象経費のうち、外注委託費については、その相手方（委託先等）を備考欄に記入してください。なお、研究グループの場合、研究グループ構成員からの物品の購入、研究グループ構成員への外注委託等は補助対象経費として認められません。
７　補助対象経費のうち、産学等連携による大学等研究機関との共同研究、委託（受託）研究、技術指導等に要する経費を補助対象として希望する方は「産学等連携計画書（別添４）」を、技術指導の受入れに要する経費を補助対象として希望する方は「技術導入計画書（別添５）」により所要事項を記入の上、補助事業計画書に添付してください。
８　補助対象経費のうち、産学等連携費の計（複数年度補助の場合は、各年度の合計額）は補助対象経費の２分の１が限度となります。
９　直接人件費については、「種別」に研究開発職員氏名を、「仕様」には設計、試作、評価等の担当区分を、「数量」には時間数を、「単価」には時間給額を記入してください。

別紙３-１
経　営　状　況　表
（単位：千円）
	種　別

項　目
	第　　　期

年　月　日から
年　月　日
	第　　　期

年　月　日から
年　月　日
	第　　　期

年　月　日から
年　月　日

	売上高
（Ａ）
	
	
	

	経常利益
（Ｂ）
	
	
	

	総資本
（Ｃ）
	
	
	

	自己資本
（Ｄ）
	
	
	

	流動資産
（Ｅ）
	
	
	

	流動負債
（Ｆ）
	
	
	

	総資本経常利益率
（Ｂ×100／Ｃ）
	
	
	

	売上高経常利益率
（Ｂ×100／Ａ）
	
	
	

	自己資本比率
（Ｄ×100／Ｃ）
	
	
	

	流動比率
（Ｅ×100／Ｆ）
	
	
	


※　この資料は、直前３年の財務諸表により作成してください。
※　金額は、百円の位を四捨五入して、千円単位で記入してください。率は、小数点以下第２位を四捨五入して小数点以下第１位まで記入してください。


別紙３-２

資 産 に 関 す る 調 書

	資産の種別
	内容
	数量
	価格・金額（千円）

	現金預金
	
	
	

	有価証券
	
	
	

	未収入金
	
	
	

	売掛金
	
	
	

	受取手形
	
	
	

	土地
	
	
	

	建物
	
	
	

	備品
	
	
	

	車両
	
	
	

	その他
	
	
	

	
	
	
	

	資　産　計
	




	負債の種別
	内容
	数量
	価格・金額（千円）

	長期借入金
	
	
	

	短期借入金
	
	
	

	未払金
	
	
	

	預り金
	
	
	

	前受け金
	
	
	

	買掛金
	
	
	

	支払手形
	
	
	

	その他
	
	
	

	
	
	
	

	負　債　計
	



　注　提案者が個人である場合にのみ提出すること。


別紙４

補助事業に係る資金の調達計画


１　補助事業に要する経費
　　　　　　　　　　　円

２　資金の調達計画

	自己資金又は融資
の別
	金額(千円)
	融資等を受ける銀行等
	備考

	自己資金・融資
	
	
	

	自己資金・融資
	
	
	

	自己資金・融資
	
	
	

	自己資金・融資
	
	
	

	自己資金・融資
	
	
	

	合計
	
	
	




３　添付書類
　・自己資金の場合は、資金の状況がわかる書類（口座残証明書等）
　・銀行等の融資を受ける場合は、融資先との協議状況が分かるもの



別紙５【研究開発用】
補助事業説明書
１　提案者の概要
	企業名
	所在地
	設立年月
	資本金
	従業員数
	事業内容

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


２　研究開発の概要
	事業計画テーマ
	

	研究開発分野
	①排出抑制　②減量化　③リサイクル（該当するものを○で囲んでください。）　
□地球温暖化対策（該当すれば□にレを記載してください。）　　　　　　　

	事業計画の内容
	


３　事業予算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	収　入
	支　出

	自己資金
	
	原材料費
	

	借入金
	
	構築物費
	

	その他
	
	機械装置・工具器具費
	

	
	
	外注委託費
	

	
	
	産学等連携費
	

	
	
	技術指導受入費
	

	
	
	直接人件費
	

	
	
	諸経費
	

	
	
	その他
	

	合　計
	
	合　計
	


４　提案者（研究グループの場合、構成員）が過去に受けた補助金及び今年度に申請する他の補助金（予定を含む。）がある場合、「年度」、「補助金名」、「テーマ名」、「補助金額」、「研究概要」等を記入してください。
	





別紙６【研究開発用】

産学等連携計画書
	連携する大学等研究機関
	住所
	

	
	名称
	

	
	所属
	

	
	研究者職氏名
	

	
	研究分野
	

	
	略歴
	

	
	保有する
技術シーズ
	

	連携の種別
	共同研究 ・ 委託（受託）研究 ・ 技術指導 ・ その他

	研究課題
	

	
共同研究等の目的

	

	共同研究等の内容
	

	共同研究等に要する経費
（予 定）
	円

	契約期間（予定）
	令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日

	特記事項
	


☆「産学等連携費」を補助対象として希望する場合、添付してください。
☆大学等研究機関との連携による提案の場合は、必ず作成し添付してください。
☆補助事業の実施に当たっては、別途、契約締結後に契約書等の写しを提出していただきます。

別紙７【研究開発用】

技術導入計画書

	技術の提供者
	住所
	

	
	氏名
	

	技術の指導者
	住所
	

	
	氏名
	

	技術の種類及び名称（その種類、許可年月日及び許可番号を含む。）
	

	契約（予定）日
	            　年　月　日

	契約実施期間
	            　年　月　日から

	（始期及び終期）
	            　年　月　日まで

	対価の支払額・方法及び
期 間
	      総額                円

	
	            　年　月　日から

	
	            　年　月　日まで

	技術導入の方法
	

	技術の概要
	（記入できなければ別紙に）

	当該研究における
技術導入の役割
	


☆「技術指導受入費」を補助対象として希望する場合、添付してください。25

